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アンゴラ共和国月報 
２０１６年５月号 

在アンゴラ日本国大使館 

 

主な出来事 

【内政】 

●党活動の通報義務づけ（２８日）。 

【外交】 

●シコティ外務大臣によるＥＵ批判（３日）。 

●独・ＫｆＷ ＩＰＥＸ銀行との間で、５億ドルのクレジットラインの交渉（９日）。 

【経済】 

●新金融システムの導入方針の表明（２５日）。 

●来年以降原油増産の見通し（２日）。  

内政 

１ ＵＮＩＴＡ人事 

 １８日，イザイアス・サマクヴァＵＮＩ

ＴＡ党首は，同党の創始者の長男であるタ

オン・カンガンジョ・サヴィンビ（Tão 

Kanganjo Savimbi）氏を，同党の対外書記

補佐に任命したことを発表した。同党創始

者・ジョナス・サマクヴァ氏の子息で同党

の役職に就任する者が２名に増加した。既

に要職についている子息はラファエル・マ

サンガ・サヴィンビ（Rafael Massanga 

Savimbi）氏であり，同氏は都市部動員担当

書記官を務めた後，２０１５年１２月に同

党事 務局長補 佐（ o secretário-geral 

ajunto）に任命された（JA 5/19）。 

２ 最低賃金改定に向けた審議 

（１）行政労働社会保障の専門家チームは，

最低賃金引き上げに向けて調査を開始。同

チームは大統領府に対して，６月に調査成

果を発表する予定。 

（２）現在，アンゴラの最低賃金は３種別

あり，農業従事者は最も低く月収１万５０

０３クワンザ（９０ドル相当），運輸・サー

ビス・製造業従事者は月収１万８７５０ク

ワンザ，小売業・天然資源採掘業従事者は

月収２万２５０４クワンザとなっている。

これらは，１ドルあたり９８クワンザ程度

であった２０１４年に定められたものであ

る。しかし現在，公定為替レートは１ドル

１６６クワンザであるのに対し，非公式レ

ートでは１ドル５００クワンザで取引され

ている。 

（３）おおよその国内取引はクワンザ建て

で行われているものの，大規模な取引は未

だドル建てで行われており，アンゴラの購

買力は著しく減退している。加えて，３月

には，主として外貨不足に由来する輸入困

難により前年比のインフレ率が２３．６％

に到達した。最低賃金をインフレに合わせ

て調整することは，社会的不平等を抱え政

治的安定性への潜在的な脅威となる貧困層

への緩和となり得る。しかしながら，既に

困難の渦中にある民間部門が，急激な給与

引き上げを歓迎する可能性は低い（EIU 

5/10）。 

３ ＢＮＡ（アンゴラ中央銀行）の人事 
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 ダ・シルヴァ中銀総裁の任命のわずか２

ヶ月後，中銀の副総裁２名が交代となった。

新副総裁は，マヌエル・アントニオ・ティ

アゴ・ディアス（Manuel António Tiago Dias）

氏及びスザナ・マリア・デ・ファティマ・

カマショ・モンテイロ（Suzana Maria de 

Fárima Camacho Monteiro）氏の２名。両氏

は，過去にダ・シルヴァ総裁とＢＦＡ（ア

ンゴラ興業銀行）において勤務した経験が

あり，すでにＢＮＡにおいてシニア・マネ

ージメントの役職についていた（EIU 

5/21）。 

４ 各国外交団による安全情報発出 

（１）米，英，及び仏等の欧米諸国の在ア

ンゴラ大使館が，外国人をターゲットとし

た誘拐事件を受けて，新しい渡航情報（ト

リップ・アドバイス）を発出。 

（２）３月３０日，レバノン系ベルギー人

がルアンダ郊外の自宅付近で銃を携行した

複数名に誘拐され，３万ドルの身代金の支

払の後解放された。２週間後，２名の中国

国人がキランバ（Kilamba）地区に駐車して

あった車中から連れ去られ，４月２０日に

は，デンマークの巨大企業・マエルスク

（Maersk）社の社員であるフランス人男性

が，ルアンダ市の主要道路を単身で運転中

に銃を突きつけられ，車中から連れ去られ

る事件が発生。同人は３日後に解放された。 

（３）数の上では少ないものの，アンゴラ

の民間部門への投資呼び込みに対して，各

種手続きの煩雑さ，外貨へのアクセス制限，

及び熟達した人材の不足等とあいまって，

外国人をターゲットとした事件は良い影響

を及ぼさない。他方，EIU の今後の予想に

変更はない（EIU 5/18）。 

５ 第７回ＭＰＬＡ党大会に向けた動き 

 ２１日，ビエ州ＭＰＬＡ地方委員会の委

員は，全会一致で，８月に予定されている

第７回党大会にて現職のドス・サントス大

統領の立候補を支持する旨を決定。同決議

において，ドス・サントス大統領は党及び

国会を非常によく運営していると述べた。

また，ビエ州におけるＭＰＬＡ兵士は，経

済安定化及び国民の生活向上のための大統

領の決意を賞賛し，大統領への連帯を示し

た（JA 5/22）。 

６ 党活動の通報 

 ２８日，国家警察長官は，２５日にベン

ゲラ州クバルでＵＮＩＴＡと民衆の理解の

欠如により発生し３人が死亡した事件を受

け，大規模な政治活動を行う際は必ず地方

当局に通報を行うよう要請した。事件が発

生したＵＮＩＴＡの活動につき，活動自体

は通報されていたものの，通報していた人

数を超える規模となった（JA 5/28）。 

 

外交 

１ 中国・アンゴラ関係 

（１）中国企業への公共事業委託 

 ５月２３日付け大統領令により，アンゴ

ラ政府は，中国企業各社に対して，５億５

０００万ドルに相当する２３の公共事業案

件を委託した。「中国によるクレジットライ

ン（Linha de Crédito da China, LCC）」に

よりファイナンスされる本件公共事業は，

水の供給及び８州における道路の修繕を内

容とし，ベンゴ州，ビエ州，ウアンボ州，

ナミベ州，クワンザ・ノルテ州，クワンザ・

スル州，マランジェ州，及びウイジェ州に

て実施される（OB 5/30）。 

（２）中国による保健分野への投資 

ア ５日，崔愛民中国大使は，アンゴラの
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公衆衛生及び工業化に対する投資を増やす

と発表した。また，アンゴラの開発のため

に，中国は人材育成の分野でも支援したい

と述べた。 

イ 会談の内容 

 同大使は，アンゴラと中国は包括的な二

国間の協力関係の発展のために二カ国の立

法府の交流を重要視していると認めた。ま

た，アンゴラと中国は二国間協力の現状に

満足しているものの，工業分野及びその他

分野への投資の増加が重要であると強調し

た（JA 5/6）。 

（３）ルウィニ財団（Fundacao Lwini） 

ア ５日，中国大使は３億クワンザ相当の

障害者及び地方の女性支援用の備品を寄贈

した。寄贈された備品の内訳は，裁断用機

器，美容及び理容院の備品一式となる。 

イ 同寄贈は，ルウィニ財団からの支援要

請に応ずる形でなされた。同財団は，職業

用部品の提供及び小規模ビジネスの発展を

統合した形の「職業による統合」というプ

ロジェクトを２０１４年から進めている

（JA 5/6）。 

２ ＥＵ・アンゴラ関係 

（１）社会扶助ファンド 

 ２０１６年，モシコ州にて，１００万ド

ル以上が社会扶助ファンド（Fundo de Apoio 

social）より社会経済的プロジェクトのた

めに適用された。ＥＵ及び世界銀行との協

調の下，地方住民の生活の活性化及び飢餓

対策のために，アンゴラ東部においては社

会扶助ファンドによる大規模な投資が行わ

れている（JA 5/17）。 

（２）シコティ外務大臣による批判 

ア ５日，当国シコティ外務大臣は，ラジ

オ・エクレシア局長の宣言に対しコメント

を求められ，非公式なものであるが，ある

国際機関がアンゴラを不安定化させるため，

メディアに影響を与えようとしているとい

う情報を得たと表明した。同宣言によると，

いくつかの国際機関が政権を崩壊させるた

め，アンゴラのメディアに資金援助を行っ

ているとのことである。シコティ外務大臣

は，他国が望むような方向に向かわぬよう，

社会とメディアは心構えをしておくべきだ

と述べた。報道の自由の日を記念して，ラ

ジオ・エクレシアのキンティーノ・カンダ

ンジ局長は，ＥＵの意見に反対するキリス

ト教系のメディアがＥＵに対し１４万９千

ユーロを返還したと述べた。 

イ ４日，当国ＥＵ代表部は，市民の情報

アクセスを向上させるため，ラジオ・エク

レシアのプロジェクトに対し５８．８６％

の資金供与を行ったと認めた。また，カン

ダンジ局長により返還されたのは，２０１

２年２月から２０１４年４月にＥＵから同

局に送金した２３万４千ユーロの残りの金

額であると表明した。同代表部は，同局長

の宣言は根拠が無く，同代表部の目的に沿

うものではないと述べた（JA 5/6）。 

３ 独・アンゴラ関係 

（１）アンゴラ政府は、欧州の産業部門に

おける輸出信用のスペシャリストであるＫ

ｆＷ ＩＰＥＸ銀行との間で、５億ドルのク

レジットラインの交渉を行った。 

（２）大統領令は、当該融資の合意の枠組

み及び財務省が融資の契約文書に署名する

権限を承認するものである。他方、同大統

領令には、当該融資の契約内容は含まれて

いない（JA 5/9）。 

４ その他 

（１）ボツワナとの開発計画 
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 １９日，当国を往訪したオンコカメ・キ

ツォ・モカイラ（Onkokame Kitso Mokaila）・

ボツワナ鉱物資源・電力・水大臣との会談

の後，ヴァスコンセーロス石油大臣は，ア

ンゴラとボツワナは石油及び天然ガス分野

で協調する意図を発表（JA 5/20）。 

（２）ドス・サントス大統領への表敬訪問 

 １０日，ドス・サントス大統領は，３名

の表敬訪問を受けた。ロシアから，ミカイ

ル・ボグダノフ（Mikhail bogdanov）中東・

アフリカ担当大統領特使，スウェーデンか

らは，クリスティーナ・ペルッソン

（Kristina Persson）開発戦略大臣，ガブ

リエル・ニズィガマ・ブルンジ大統領特使

が同日ドス・サントス大統領を往訪した（JA 

5/11）。 

（３）アンゴラ・ノルウェー関係 

 ２８日，シコティ外務大臣はノルウェー

を訪問し，両国は定期的な政策協議及びビ

ジネス・投資機会の開拓に関する覚書に署

名した。２７日，同大臣はノルウェー開発

途上国投資資金（NORFUND）と会合をもち，

アンゴラにて実施中のプロジェクトについ

てテイクノートした。プロジェクト総額は

１千万ドルに達し，１５００人の雇用を創

出した。また，同大臣は「外交及び安全保

障政策の交差：新しい安全保障シナリオに

おける安定及繁栄 地域及び世界の視点か

ら」と題したアフリカ諸国及び北欧諸国の

外務大臣会合に参加した（JA 5/28）。 

５ 国際機関・アンゴラ関係 

（１）サンボ保健大臣のＷＨＯ総会出席 

ア ルイス・ゴメス・サンボ保健大臣は２

３日，ＷＨＯ総会に出席した。同総会では，

アンゴラは黄熱病の発生状況について説明

を行った。ＷＨＯ緊急委員会は黄熱病の流

行につき，国際的に懸念される公衆衛生の

緊急事態との宣言は発出しなかったが，ア

ンゴラ政府の対応が求められた。同保健大

臣は，黄熱病ワクチン接種キャンペーンを

１５州に拡大した。また，幼児の栄養失調

及び黄熱病の状況の分析のため，５月第２

週にＵＮＩＣＥＦ南部・東部アフリカ局長

が来訪した。 

イ ４月にマーガレット・チャンＷＨＯ事

務局長がアンゴラに来訪した当時は１９３

０万本のワクチンが必要であるとされてい

たが，アンゴラはＷＨＯ，黄熱ワクチン供

給国際調整グループ（ＩＣＧ）及び中国や

ブラジルの援助を得て，既に５８０万人に

ワクチン接種を完了し，７３０本のワクチ

ンを入手した。 

ウ レジーナ・アントニオ保健局長はルア

ンダ州では，１４８７名の感染疑い例，４

９０名の感染及び１９５名の死亡が確認さ

れたと述べた(JA 5/22)。 

（２）大湖地域国際会議首脳会合の開催日 

大湖地域国際会議首脳会合の開催日が決

定。サイード・ジンニット国連事務総長特

使の表敬訪問を受けた後，シコティ外務大

臣は，大湖地域国際会議（ＩＣＧＬＲ）第

６回首脳会合を６月１４日ルアンダにて開

催する旨伝達した。同特使との会談におい

ては，ＩＣＧＬＲ事務局長及び副局長選挙

の他，ブルンジ，中央アフリカ，コンゴ(民)

及び南スーダンの政治・軍事情勢について

議論された。同首脳会合は本年２月に開催

される予定であったが，何名かの首脳の出

席が得られなかったため延期されることと

なった。シコティ外務大臣は，今回は定員

数に達する首脳が参加する予定であり，現

在マヌエル・アウグスト外務副大臣が加盟
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国首脳への招待状を手交するため各国を訪

問していると述べた（JA 5/31）。 

 

経済 

１ 主要経済指標 

（１）物価 

ア 国家統計院（INE）が発表したルアンダ市

における４月期のインフレ率は 26.41％。昨年

同月発表のインフレ率と比較して18.18pp上昇

した。月間物価上昇率は 3.14％。 

イ 物価指数が前月比で最も上昇したのはモ

ノ・サービス（4.17%）。次いで，住居水道光熱

費(3.98%），ホテル・カフェ・レストラン（3.94%），

アルコール飲料及びタバコ（3.62%）。 

（２）金利 

 ５月３０日付け BNA（アンゴラ中央銀行）のプ

レス・リリースは，銀行間取引利率ＬＵＩＢＯＲ

のオーバーナイト物を年率 14.01％と先週から

維持。 

（３）為替市場 

５月末，為替相場は USD１＝165,06AKZ で

推移（対前月比 1.649 クワンザ安）。 

２ 金融・銀行 

（１）外貨供給額，３桁に回復 

ア ５月第２週の第１マーケットにおける外貨

供給額は２億１７８０万ドル。５月第１週の５００

万ドルと比べ大幅増。 

イ ５月第１週，ＢＮＡ（アンゴラ中央銀行）は，

１９０万ドル及び２００万ユーロの外貨を，ＴＡＡ

Ｇ（アンゴラ航空）社及びＴＰＡ（アンゴラ公共放

送）の支払のために供給した（JA 5/17）。 

（２）ＢＰＣへの外貨供給 

 ５月第３週の第１マーケットにおける外貨供

給額は７７４９万ドル。内，３５８０万ドルが，Ｂ

ＰＣ（貯蓄信用銀行）の対外支払いのために

供給された（JA 5/24）。 

（３）ＢＮＡによる非公式両替商取締 

 ＢＮＡは，非公式両替商の取締強化を図ると

発表。ＣＰＭ（金融政策委員会）にて，非公式

両替商へのコントロール及び責任追及を，参

加当局に提案した（JA 5/18）。 

（４）ＢＰＣの収益減及び職員による窃盗 

ア パイシャオン・ジュニオールＢＰＣ頭取は，

２０１５年，同行の収益は前年比６．７％減の８

３億クワンザと発表。２０１５年，同行への預金

は，２０１４年の８７１９億クワンザから４．５％

増の９１１４億クワンザに増加。 

イ 同行の資産は同期間中１１％増。顧客へ

の貸し付けが４．８％増の４２３億クワンザに

増加し，債権の回収が７２．１％増の３３３億ク

ワンザに影響されての結果であると同行のホ

ームページで公開。 

ウ 同頭取はまた，時期は明かさないものの，

ＢＣＰの職員によって顧客の口座から２億６０

００万クワンザが盗まれたが，被害にあった口

座への払い戻しは，土地，自動車，及び家等

の形で弁償が完了したと述べた。 

エ 同頭取はまた，３２０億クワンザが新たに

盗まれそうになったものの未然に防いだと語

った。同頭取は，本件は国際社会に疑問視さ

れているアンゴラの金融システムの脆弱性を

表していると語った（EX 5/6）。 

（５）ポルトガル語圏の人民元建て取引 

ア マカオ・トリビューン紙のインタビューにて，

Zhao Hao 支配人は，直近の数カ年の間に，中

国銀行のマカオ支店とポルトガル語公用語諸

国の金融機関との間の協力関係の成長は停

滞することを知らなかったと述べた。また，マカ

オの金融当局における人民元建て決済システ

ムが導入されたことからも，将来的にも協力

関係強化の傾向は継続すると語った。 

イ マカオ金融当局の担当者は，２０１５年に
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中国銀行マカオ支店は，ポルトガル語公用語

諸国の金融システム分野における新しい業務

を提供するための認可を，中国人民銀行から

受けたと説明した。本件新システムをもって，

中国当局は人民元の国際的取引を行うととも

に，中国・ポルトガル語公用語諸国間及び中

国・ラテンアメリカ諸国間の商取引の便宜供

与を行うと述べた。 

ウ 取引の規模 

（ア） Zhao Hao 支配人は，２０１５年，中国銀

行はマカオ支店を通じて，最初のアンゴラによ

る人民元建ての支払いを行ったと述べた。ま

た，２０１６年４月，ブラジルは初めて同行を通

じて中国への支払いを行ったと述べた。 

（イ）同支配人は，本件取引は，ポルトガル語

公用語諸国と中国の間の商取引においてマカ

オがプラットフォームという重要な役割を果た

していることの証左であると語った。 

（ウ）２０１５年のマカオにおける人民元建て決

済の総取引額は，２０１４年比２２．８％増の１

５．７億元に上り，これは世界で第９番目の人

民元建て取引総額とのこと（JA 5/10）。 

（６）新金融システムの導入 

ア ヴァルテール・フィリペＢＮＡ総裁は，新し

い金融システムを導入し，アンゴラを世界の金

融システムの周縁に位置づけている国内的な

脆弱性を改善するとの方針を語った。 

イ 新金融システムは，「健全な国際的商取引

および規律遵守のためのアンゴラ金融システ

ム最適化計画」（Projecto de Adequacão do 

Sistema Financeiro Angolano as Normas 

Prudenciais e Boas Práticas Internacionais）と

呼称され，国際金融システムの規範及び手続

きとの調和の下，国内の金融システムを監視

しコントロールするメカニズム。 

ウ ５月２４日，ヴァルテール・フィリペＢＮＡ総

裁は，プレスとの非公式会見にて，当国の金

融システムはあまり活動的ではなく，市中銀

行が倫理を遵守することに混乱を来たしてい

るという現状に際し，ＢＮＡは規制主体という

中央銀行としての義務を果たしているとは言

えないと語った。また同総裁は，アンゴラの金

融システムが多大な脆弱性を包摂しているた

めに，アンゴラは世界の金融システムの周縁

に位置づけられているのだと述べた。 

エ 米連邦準備銀行及び欧州中央銀行との

交渉 

（ア）ヴァルテール・フィリペＢＮＡ総裁は，米連

邦準備銀行（ＦＲＢ）がアンゴラに課した一連

の規制によりドルの供給が制限されたために，

金融システム改善の必要が生じたと述べた。

同様に，欧州中央銀行（ＥＣＢ）がＢＮＡを中央

銀行と見なしていないために，アンゴラのソブ

リンリスクが増していることも理由として挙げ

た。 

（イ）新金融システムの導入をもち，ＢＮＡはＦ

ＲＢ及びＥＣＢとの交渉を本年中に再開し，現

状を回復するとともにアンゴラの金融システム

を以前のレベルに引き上げると語った（JA 

5/25）。 

（７）５月第４週の外貨販売高 

ア ＢＮＡ（アンゴラ中央銀行）は５月第４週中，

５月第３週比４倍の２億６５７０万ユーロ（２億９

６８０万ドル相当）の外貨をユーロ建てで市中

銀行に供給した。 

イ 外貨販売の内訳 

（ア）販売総額２億６５７０万ユーロの内，１億５

０万ユーロは，漁業省，農業省，工業省及び

運輸省が必要とする用途のために市中銀行

に対して供給された。 

（イ）３５８０万ユーロは，石油産業のコンセッシ

ョネアのサービスに対して供給された。４４８０
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万ユーロは，国営ＢＰＣ銀行（貯蓄信用銀行）

の対外債務支払のために配分された。 

（ウ）３６１０万ユーロはその他様々な用途のた

めに配分され，１７９０万ユーロは家庭支援，

旅行，保健，教育，及び送金の目的のために

配分された。別の１７９０万ユーロは，国際的

なデビットカード・クレジットカードの支払のた

めに供給された。９００万ユーロは，非居住者

の給料支払いの目的で供給され，３５０万ユ

ーロは，国外の留学生への奨学金の支払い

のために割り当てられた。 

（エ）同期間中，公式為替マーケットにて，１ド

ル１６６．７０９クワンザ，１ユーロ１８６．２６３ク

ワンザでそれぞれ取引された（JN 5/30）。 

（８）アンゴラの公的債務 

ア アンジェリカ・パケテ（Angélica Paquete）国

庫債務管理局（Unidade de Gestão da Divida, 

ＵＧＤ）局長は，２３日に開催された第１回ＣＰＬ

Ｐ公的債務管理局会合にて，アンゴラの公的

債務は一時的には規律の上限を超えることが

ありうるとして，国庫債務管理局のホームペー

ジ上の情報と矛盾する発言をした。 

イ 批判の要点 

（ア）ＵＧＤのホームページによれば，２０１４年

のアンゴラ政府公的債務は，ＧＤＰ比５９．９

９％に到達。内，アンゴラ政府の公的債務は４

９．６９％，公社の債務は１０．３０％。 

（イ）２０１４年２月に施行された直接及び間接

的な公債の発行を規制する法律は，「アンゴラ

国内債務及び対外債務が，短期的，中期的

及び長期的に，ＧＤＰ比６０％を越えてはなら

ない」と定めている。 

（ウ）パケテ局長は，「同法律による債務上限

は，中期的及び長期的な話であり，短期的に

変動する場合もある。しかし，長期的には，同

法律が規定するように，アンゴラの公的債務

がＧＤＰ比６０％を超越することはない」と表明

した（EX 5/27）。 

（９）２０１６年のデット・サービス 

ア 公式情報によれば、アンゴラは２０１６年か

ら２０１７年の間に、６２億ドル以上を対外的に

契約された公的債務元利支払（デット・サービ

スとも。一定期間に借入れ主体が返済しなけ

ればならない元本及び利率の合計金額）に充

てる。 

イ ２０１５年、アンゴラの公的債務はＧＤＰ比

４８．７％の４２９億ドルに達した。また、２０１５

年単年で、アンゴラの公的債務元利支払は１

８０億ドルに上った（JA 5/9）。 

２ アンゴラの債務 

（１）２０１６年の債務推測 

ア ２０１６年のアンゴラの公的債務計画は，

国営石油会社ソナンゴル社及び国営航空会

社ＴＡＡＧ社を含め，ＧＤＰ比４９％とされてい

た。 

イ ＩＭＦによる直近の推測によれば，２０１６年

のアンゴラの公的債務はＧＤＰ比７０％に到達

する。 

（２）２０１５年の債務 

 ＩＭＦの計算では，２０１５年のアンゴラの純

公的債務は，ＧＤＰ１２兆３０００億クワンザの

６２．３％に相当する７兆７０００億クワンザ（６

４２億ドル相当）に上った（EX 5/27）。 

（３）公債販売額の大幅減 

販売額： 

ア 第一マーケットでの販売額 

 ５月第４週，ＢＮＡ（アンゴラ中央銀行）は，２

１４億クワンザ（１億１６００万ユーロ相当）の短

期国債（Bilhetes do Tesouro, ＢＴ）及び１５５

億クワンザ（８４００万ユーロ相当）の長期国債

（Obrigacoes do Tesouro, ＯＴ）を販売した。 

イ 直接販売枠での販売額 
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 公債の直接販売枠においては，１００億４千

万クワンザ（５６４０万ユーロ相当）の国債を発

行した。 

ウ 金利 

（ア）同期間中，短期国債（ＢＴ）の金利は，満

期９１日の国債は１４．９５％，満期３６４日の

国債は１８．３８％をそれぞれ平均として変動。

後者の金利は，先週１９．８８％を記録。 

（イ）５年物長期国債の金利は，取引終値で７．

７５％を記録。 

エ ２０１５年の国債発行額 

原油安による歳入減により，２０１５年のア

ンゴラの国債発行額は，ＧＤＰ比４８．７％に相

当する４２９億ドル（３８５億ユーロ相当）を記

録。原油安に伴う歳入減を穴埋めするために

使われた（NC 5/30）。 

３ 貿易・投資 

（１）製粉案件の調印 

ア ２６日，ルアンダにて，ＵＴＩＰ（民間投資技

術局）は２つの民間投資案件に調印した。 

イ ＧＭＡ（Grandes Moagens de Angola）の案

件は小麦の生産・製粉に関するものであり，１

億１０万ドルが生産用インフラ，機械及び機器

の導入のために投資される。 

ウ ウイラ州ウンパタ（Humpata）市にて，Água 

de Nascente Natural Preciosa 社は，清涼飲料

水の工場及びボトリングに必要なその他設備

を建設する（JA 5/28）。 

（２）木質繊維投資 

 民間企業グループ・クアントゥム・グローバル

（Quantum Global）社は，５年間をかけて，中

央高原（Planalto Central）において，木質繊維

プランテーションの開発に向けた投資案件に

向けて準備している（JA 5/4）。 

（３）２０１６年第一四半期の貿易統計 

ア 国家運輸委員会（Conselho Nacional de 

Carregadores）は，２０１６年第一四半期にお

いて，アンゴラの輸入は前年比３３．２６％減

の１５９万８８４９．０７トンであったと発表。ポ

ートランド・セメントの主たる原材料であるクリ

ンカーが，同期間中最も多くアンゴラに輸入さ

れた品目であり，総量は３４万１５５０トンで前

年比１８．４９％増を記録。他方，米の輸入量

は２１．４１％減で，小麦粉の輸入量は０．５

８％減。 

イ 同期間中，前年比５４％減を記録したもの

の，中国はアンゴラの第１の貿易相手国の地

位を維持。ポルトガルからアンゴラへの輸出

量は４４．６３％減であるものの，第２位を維持。

韓国，スペイン，トルコ，ブラジル，ベルギー，

タイ，及びインドが続く。アンゴラの主要輸入

元１０カ国に数え上げられる諸国の内，スペイ

ン，トルコ，及び米国は，対アンゴラ輸出量が

増加した（JA 5/27）。 

（４）UTIP への投資案件 

２６日，ノルベルト・ガルシア局長は，設立か

ら７ヶ月の間に UTIP（Unidade Técnica de 

Investimento Privado, 民間投資技術局）が受

諾した投資案件プロポーザルの合計金額は３

００億ドルに上ると発表した。既に承認された

投資案件の合計金額は７５億ドルで，農業，

漁業，及び工業の分野に亘る（JA 5/27）。 

（５）電力セクターへの投資呼び込み 

ボルジェス電力・水大臣は，電力需要に応

えるために２０２５年までに２９０億ドル相当の

投資を必要としていると発表。原油由来の歳

入が減じている中，多額の海外融資が必要と

される（EIU 5/16）。 

４ 石油・LNG・鉱物資源 

（１）原油増産及び経済成長率予測 

ア 英・EIU は，２０１６年から２０２０年にかけ

て，アンゴラの原油生産能力は継続的に成長
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し，２０１８年以降，日量２０９万５０００バレル

を生産しうるとの予想を発表。 

イ EIU の専門家は，２０１６年のアンゴラの経

済成長率を１．１％と予想。アンゴラ政府の公

式予測値は３．３％。EIU はまた，２０１７年の

経済成長はより活発になり，３％になると予想。

２０１８年には３．５％まで回復するも，２０１９

年及び２０２０年には縮小傾向に回帰し，各年

２．９％，及び２．５％と予想した。 

ウ IMF による直近の報告書では，２０１６年

のアンゴラの経済成長率は２．５％と予想され

ており，２０１７年には２．７％まで回復するとさ

れている（JA 5/2）。 

５ その他 

（１）カンダンド・チェーンの開店 

  ４億ドルの投資により実現されたスーパー

マーケットチェーン・カンダンド（Candando）の

第１号店が，タラトナ市のショッピング・アヴェ

ニュー(Shopping Avenida)に開店。１０日，コン

スタンティノ商務大臣が落成式を行った（JA 

5/11）。 

（２）SATEC 繊維工場  

ア アンゴラ企業のグループであるマイニア・

イェト（Mainhia Yeto）社のマトス・カルドソ

（Matos Cardoso）ＣＥＯは，クアンザ・ノルテ州

ドンド市のＳＡＴＥＣ繊維工場のリハビリ及び設

備の導入は完了しており，何百人もの若者を

研修生として雇用すると発表した。同事業の

予算は４億ドルであり，７月に生産を開始す

る。 

イ 意気込みと目標 

（ア）同ＣＥＯはまた，国際的な経済状況に鑑

みれば熟慮と忍耐が必要であろうとするもの

の，最も重要なことは，同事業の立ち上げ，生

産及び商業化の異なる各段階に於いて目標

を達成することであると述べた。 

（イ）コンゴ（共），コンゴ（民）及びモザンビーク

への繊維製品の輸出は，同社の目的の一つ

である。また，アンゴラは，ＡＧＯＡ（アフリカ成

長機会法）の枠組みに則って欧州及び米国市

場に輸出する機会を模索し続けている（JA 

5/3）。 

（３）公社解体計画 

ア ゴルジェル経済大臣及びダ・シルヴァ工業

大臣の連名による省令は，アンゴラ政府が機

能停止かつ破産状態にあり戦略的に重要で

はない１６以上の製造業分野の公社を解体す

ると発表した。 

イ 解体予定公社 

 同省令によれば，今後２年間の間に解体さ

れ る 予 定 の 公 社 は ， Osuka, Epygel, 

Limoca,Moiben, Osema, Vulcap, Epan, Ulisses, 

Recor, Macanda, Cofriang, Acunor, 

Uniceramica, Codume, ECL, Emabol の１６社。  

ウ 公社解体方針の背景 

（ア）２０１５年１１月，多岐に亘る分野の１５の

公社をアンゴラ政府は解体した。続いて，２０１

６年２月，破産状態にある建設分野の５つの

公社を解体した。 

（イ）２０１３年５月に発表されたアンゴラ政府

の情報によると，最低３０の公社を民営化し５

年間をかけて３０万の雇用を創出する方針を

有する。解体された公社のいくつかは，同方

針の内容と符合。 

（ウ）２０１４年９月，経済省は，破産のリスクが

ある４１の公社の存続の可否を審査中であり，

そのうち何社かは営業停止状態にあるため解

体処分に付すと発表した（EX 5/25）。 
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